
令和２年度事後評価実施結果報告書
（法務省２－(13)）

施策名 人権尊重思想の普及高揚並びに人権侵害による被害の救済及び予防

（政策体系上の位置付け：Ⅲ－11－(1)）

施策の概要 人権が尊重される社会の実現に寄与するため，人権尊重思想の普及高揚並びに人権侵害

による被害の救済及び予防を図るなど，国民の人権の擁護を積極的に行う。

達成すべき目標 ・国民一人一人の人権に関する理解・関心の度合いに応じた人権啓発活動を行うことによ
1り，国民一人一人の人権意識を高め，人権尊重思想の普及高揚を図る。*

・人権相談窓口の周知広報活動，人権相談体制の整備及び調査救済体制の整備を通じて，

人権侵害による被害の救済及び予防を図る。

施策の予算額･ 区分 30年度 元年度 ２年度 ３年度
執行額等

予 算 の 当初予算(a) 3,333,581 3,413,309 3,463,456 3,495,263
状況
(千円) 補正予算(b) 0 0 △75,312 －

繰越し等(c) 0 0 △19,285

合計(a+b+c) 3,333,581 3,413,309 3,368,859

執行額（千円） 3,296,293 3,375,187 3,051,286

施策に関係す ○人権教育・啓発に関する基本計画（平成14年３月15日閣議決定，平成23年４月１日一部
2

る内閣の重要 変更）
*

政策（施政方

針演説等のう

ち主なもの）

測定指標 令和２年度目標値 達成

１ 法務省が作成するポスター，新聞広告及 60％ 未達成

び資料等を見聞きした者に占める人権に関

する理解や関心が深まった者の割合（％） 基準値 実績値

平成26年 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

度～28年

度の平均

55 53.1 46.6 43.5 44.6 46.3

実績値

参考指標

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

１ モニター調査で法務省が作成するポスタ 20.6 17.7 15.2 16.5 12.8



ー，新聞広告及び資料等を見聞きしたこと

があると回答した割合（％）

２ 全国中学生人権作文コンテスト 及び北朝 56 56 56 56 52
*3

鮮人権侵害問題啓発週間に係る広告新聞掲

載回数（回）

３ 「人権週間」ポスター配布枚数（数） 40,139 40,258 47,426 50,911 45,278

４ 「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」周知ポ 73,472 68,514 70,578 67,241 41,549

スター配布枚数（数）

５ 公式Twitterにおける平均インプレッショ － － 6,436 8,409 16,474

ン数（数） ※１

（※１）平成31年１月以降の平均インプレッション数。

測定指標 令和２年度目標値 達成

２ 人権シンポジウム において人権問題に関 90％ 達成
*4

する理解・関心の深まった者の割合（％）

基準値 実績値

平成26年 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

度～28年

度の平均

値

85 84.3 89.2 93.4 88.5 98.6

※１

実績値

参考指標

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

人権シンポジウム１回当たり参加者数 人 215 134 238 261 1,768（ ）

※１,２

（※１）令和２年度においては，人権シンポジウムを４回開催しているが，そのうちの１回については，通

常と異なった開催形態（内閣府大臣官房政府広報室との共催）であったため，他の人権シンポジウム

と同様のアンケートを実施していないことから，測定の対象とはしなかった。

（※２）測定の対象とした人権シンポジウムについてはいずれもオンライン開催であるため，１回当たりの

動画を視聴した実人数であるユニーク視聴者数を参加者数として計上した。

測定指標 令和２年度目標値 達成

３ 法務省が地方公共団体と連携して実施す 80％ 未達成

る人権擁護活動において人権に関する理解



や関心が深まった者の割合（％） 基準値 実績値

平成27年 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

度～28年

度の平均

75 73.0 85.0 68.8 71.0 69.7

実績値

参考指標

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

モニター調査で法務省が地方公共団体と連 9.6 9.6 9.1 8.5 6.7

携して実施している人権啓発活動について見

聞き・参加したことがあると回答した割合

（％）

測定指標 令和２年度目標値 達成

４ モニター調査による人権相談窓口の認知 対前年度増（ただし，前年度が前々年度の値を 未達成

度（％） 下回った場合は，前々年度増を目標とする ）。

基準値 実績値

平成29年 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

度

36.1 27.6 36.1 40.4 38.9 30.6

実績値

参考指標

28年 29年 30年 元年 ２年

１ 「子どもの人権110番 」強化週間広報用 38,770 38,390 38,050 37,710 39,550
*5

ポスター配布枚数（枚）

２ 「女性の人権ホットライン」強化週間広 21,900 22,390 21,970 21,910 22,480

報用ポスター配布枚数（枚）

３ 調査救済制度広報用ポスター配布枚数 28,710 29,720 26,700 20,990 18,870

（枚）

測定指標 令和２年度目標 達成



５ 人権相談・調査救済体制の整備 法務局等における常設人権相談所のほか，デ 達成

パートや公共施設等における特設人権相談所や

インターネットによる相談窓口など，面談，電

話，インターネット，手紙等様々な手段を利用

し，人権侵害に関わる問題に幅広く対応するた

めに，人権相談体制の整備を図る。

また，人権相談等により，人権侵害の疑いが

ある事案を把握した場合は，速やかに調査救済

手続に移行し，個々の事案に応じた迅速かつ的

確な救済措置を講じ，被害の救済及び予防を図

るために，調査救済体制の整備を図る。

施策の進捗状況（実績）

法務局における面談や電話での相談のほか，デパート，公民館等における面談，専用相談電話（子ども

の人権110番，女性の人権ホットライン）による人権相談，インターネットを利用した人権相談（インタ

ーネット人権相談受付窓口）などを開設し，全国の児童生徒に「子どもの人権ＳＯＳミニレター」を配布

するとともに，ＳＮＳによる人権相談を大都市圏である東京法務局及び名古屋法務局において開設するな

ど様々な手段により，人権相談体制の整備を図りつつ，特に子ども，女性に対しては，別途人権相談強化

週間を設け，手厚い対応を行った。

また，人権相談等を通じて，人権侵害の疑いがある事案を認知した場合には，事案に応じた適切な措置

を講じた。例えば，児童虐待など緊急対応を要する事案は，事案を認知してから24時間以内に関係機関に

連絡し対応を開始するなど，速やかに学校や児童相談所，警察などの関係機関と連携を図り，児童を保護

するなどの措置を講じた。

実績値

参考指標

28年 29年 30年 元年 ２年

１ 人権相談件数（全体 （件） 225,073 225,040 216,239 203,570 173,634）

２ 「子どもの人権110番」における相談件数 23,317 22,122 21,351 21,130 15,603

（件）

３ 「女性の人権ホットライン 」における相 19,306 19,656 19,151 17,328 14,324*6

談件数（件）

４ 児童・生徒から送付された「子どもの人 14,560 13,084 12,736 13,726 9,422

権ＳＯＳミニレター 」の通数（通）
*7

５ 社会福祉施設等における特設人権相談所 563 545 507 448 116

の開設件数（件）

６ インターネットによる相談件数（件） 9,232 8,351 8,957 10,687 12,653

７ 人権侵犯事件の新規救済手続開始件数 19,443 19,533 19,063 15,420 9,589

（件）



８ 人権侵犯事件の未済件数（件） 1,152 953 1,076 1,077 666

９ 人権侵犯事件の対応件数（件） 19,553 19,722 18,936 15,404 10,002

（各行政機関共通区分）進展が大きくない

目標達成度合い

の測定結果 （判断根拠）

測定指標１から５までは，いずれも各達成すべき目標に照らし，全て主要なも

のであると考えている。

測定指標２及び５において目標を達成することができたものの，測定指標１，

３及び４においては，それぞれ進展が認められた点があるとはいえ，目標を達成

評 することができなかったことから 「進展が大きくない」とした。，

価

結 施策の分析

果

（測定指標の目標達成度の補足）

【測定指標１】

平成30年度以降は一貫して増加傾向にあること，参考指標として掲げた公式Twitterのインプレッ

ション数は直近２年で急増していること，ポスターの配布枚数自体が減少する中でおおむね基準値に

近い数値を出していること，コロナ禍にあってもなお令和２年度は前年度を上回ったことは認められ

るとしても，目標とする数値そのものに達してはおらず 「未達成」とした（測定指標１に関して実，

施したアンケートの項目については，別紙１参照 。）

【測定指標２】

人権シンポジウムにおいて人権問題に関する理解・関心の深まった者の割合について，目標値を大

きく上回る98.6パーセントであり 「達成」とした（測定指標２に関して実施したアンケートの項目，

については，別紙２参照 。）

【測定指標３】

直近５年間において一貫して70パーセント前後に迫る水準は維持し，コロナ禍にあってもなお令和

２年度は前年度と同様の水準でもあったといった点は認められるとしても，目標とする数値そのもの

に達してはおらず 「未達成」とした（測定指標３に関して実施したアンケートの項目については，，

別紙１参照 。）

【測定指標４】

「子どもの人権110番」強化週間広報用ポスター配布枚数や「女性の人権ホットライン」強化週間

広報用ポスター配布枚数は参考指標１及び２のとおり前年度より増加していることは認められるとし

ても，人流が抑制され，掲出されたポスターを見る機会が大きく減少したコロナ禍にあって，目標と

する数値そのものに達してはおらず 「未達成」とした。，

【測定指標５】

令和２年においては，参考指標１及び７のとおり，173,634件の人権相談を受け，人権相談等で認

知した人権侵害の疑いのある事案9,589件については，人権侵犯事件として調査を行い，事案に応じ

た適切な措置を講じた。人権相談件数のうち 「子どもの人権110番」における相談件数は参考指標，

，「 」 ，２のとおり15,603件 女性の人権ホットライン における相談件数は参考指標３のとおり14,324件

インターネットによる相談件数は参考指標６のとおり12,653件である。人権侵犯事件の対応件数は参

考指標９のとおり10,002件であり，救済措置を講じた具体的な事例は，別紙３のとおりである。

参考指標６のインターネットによるものを除き，相談件数は減ってはいるものの，情報化の進展等

に伴い，個々の事案は複雑困難化していることや，それにもかかわらず，参考指標９の対応件数（処

理件数）の減少（対前年比△35パーセント）以上に，参考指標８の未済件数が減少（対前年比△38パ



） ， ，「 」ーセント していることから 速やかな事務処理を行うことができていることなどを踏まえ 達成

とした。

（達成手段の有効性，効率性等）

【測定指標１～３】

国民一人一人の人権についての理解・関心の度合いは様々であり，国民全体の人権意識を高め，人

権尊重思想の普及高揚を図るためには，対象に応じて，それぞれに効果的な啓発活動を実施していく

必要がある。このため，達成手段③「全国的視点に立った人権啓発活動の実施」や，達成手段④「人

権関係情報提供活動等の委託等 ，達成手段⑤「地域人権問題に対する人権擁護活動の委託」によっ」

て，人権についての理解・関心の度合いが低い層に対しては，インターネット広告等の接触・認知型

の啓発活動を行うことで人権問題に対する気づきを促すとともに，興味・関心を呼び起こし，人権に

ついての理解・関心の度合いが高い層に対しては，人権シンポジウムや講演会等の心理変容型の啓発

活動を行うことで人権問題への理解を更に深めるなどの取組を地方公共団体とも連携しながら実施し

。 ， ，ている これらの取組は 国民の人権問題に関する理解・関心の向上に一定程度の効果をあげており

国民全体の人権意識を高め，人権尊重思想の普及高揚を図るという目標の達成手段として有効なもの

である。このように，国民の理解・関心の度合いは様々であるところ，それぞれの度合いに応じた手

， 。段を必要量投入して啓発を行うことが 達成手段としての効率性をも確保しているものと考えている

【測定指標４・５関係】

令和２年度においては，新型コロナウイルス感染症の影響から，デパート等身近な施設における特

設相談の開設が困難であったことが少なからず人権相談窓口の認知度の減少につながったと考えられ

る。近時は，インターネットバナー広告からインターネット人権相談受付窓口への誘引にも力を入れ

ているところであり，全体の相談件数が減少している中，インターネットによる相談件数が増加する

といった一定の効果も出ていることから，同活動は目標の達成に寄与したものと考えられる。

達成手段①「人権侵害による被害者調査活動の実施」において実施した人権相談及び調査救済体制

の整備により，子ども，女性，高齢者・障害者を始め，人権に関する悩みを抱えている多くの方々に

相談と問題解決の機会を提供し，多種多様な人権侵犯事件について事案に応じた適切な対応を行うこ

とができた。

また，インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件については，別紙４のとおり，令和

２年中に新規に救済手続を開始した事件が前年から減少したものの高水準で推移している中，対応件

数（処理件数）は過去２番目に多い件数となっている。

これらのことから，人権相談窓口の周知広報活動を通じて人権相談窓口の存在を広く認知してもら

うとともに，国民や社会のニーズが高い人権課題や時勢に応じて新たに発生・増加する人権侵害事案

に対しても人権相談ができる環境を整えることにより，人権侵害事案の発生を広く把握し，速やかに

調査・救済手続につなげ，人権侵害事案の迅速的確な調査を行い適切な救済措置を講じるという目標

達成に寄与したものといえる。

なお 人権相談窓口の周知広報活動が効果的なものとなる必要もあるところ 令和２年における 子， ， 「

」 ， ， ，どもの人権110番 強化週間中の相談件数は737件であり 同年の１週間平均の件数の約2.5倍 また

「女性の人権ホットライン」強化週間中の相談件数は874件であり，１週間平均の件数の約3.2倍とな

っており，強化週間広報用ポスターによる低コストの周知広報活動が効果的に作用し，コロナ禍にあ

ったにもかかわらず，強化期間中の相談件数の増大につながったものといえる。

次期目標等への反映の方向性

【施策】

今日においても，子ども・高齢者・障害のある人への虐待，配偶者・パートナーからの暴力，自殺

に至るような深刻ないじめなど，人権が侵害される事案は後を絶たず，虐待によって子どもが命を落

とすという痛ましい事案も発生している。また，最近では，インターネットを利用した人権侵害の増

加や，新型コロナウイルス感染症に関連した不当な差別・偏見・いじめ等の人権問題が大きな社会問



題となっている。

グローバル化の進展に伴い，全ての人がお互いの人権を尊重しながら共に生きるユニバーサル社会

の実現や，ＳＤＧｓが掲げる「誰一人取り残さない」社会の実現がより一層求められている。

こうした社会を実現するには，国民の一人一人が人権尊重の理念を正しく理解することが重要であ

， ，ることから 国民一人一人の人権に関する理解・関心の度合いに応じた人権啓発を着実に行うことで

人権尊重思想の普及高揚を図っていくことが必要である。

また，こうした社会の実現のためには，人権侵害による被害の救済及び予防を図ることが重要であ

り，人権相談窓口の周知広報活動を通じて人権相談窓口の存在を広く認知してもらうとともに，人権

， ，相談体制の整備を通じて 虐待等による深刻な結果が生じる前に気軽に相談できる機会を広く提供し

人権侵害に関わる問題を幅広く把握し，これに適切に対応するほか，人権侵害事案について，調査救

， ， 。済体制の整備を通じて 迅速的確な調査を行うとともに 適切な救済措置を講ずることが必要である

前記のとおり，令和２年度においては，目標達成に向けて進展があったと考えられるものの，各測

定指標の数値は高くないところ，この点に関しては，次期測定指標や目標値の在り方について，下記

のとおり変更等が必要である。

【測定指標１】

国民一人一人の人権意識を高め，人権尊重思想の普及高揚を図るため，人権啓発活動において，使

用している各種の広告及び各種啓発資料等については，モニター調査を行い，人権に関する理解や関

心が深まった者の割合を測定指標として，その啓発の効果を測定することが有効である。

もっとも，人権啓発活動によって国民の理解や関心が深まったかどうかについて測定するという観

点からすると，ポスターや新聞，インターネット広告などについては，法務省ホームページ等の啓発

資料への誘引等を目的とするのであって，それ自体によって理解や関心を深めるという効果までは必

ずしも期待されているわけではないところ，現状においては，これを区別せずモニター調査の結果に

含めているが，これについては区別する方が，測定指標としてより適切なものになると考えられる。

また，国民の情報収集手段としてはインターネットが中心となっている上，コロナ禍においては，更

にインターネット上のコンテンツへの需要が高まっていることに鑑みると，今後は，国民の人権問題

への理解を深め，人権意識を高める手段としては，ホームページを利用した啓発活動に注力すること

が有効かつ効率的である。

そこで，次期における測定指標１については，これらを踏まえた指標に変更する。

なお，目標値の在り方についても，今後，新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況等，その時

々の社会情勢を踏まえ，随時見直しを行うこととする。

【測定指標２】

日常生活の身近なところで発生する様々な人権問題や社会的関心の高い人権課題について，より深

く国民の理解を得るためには，それぞれの人権課題をテーマとしたシンポジウムを開催することが有

効である。このことは 「人権シンポジウムにおいて人権問題に関する理解・関心の深まった者の割，

合」について極めて高い水準を維持し続けることができているということからも明らかであることに

加え，オンラインを利用すれば，より広く多数の国民に参加を促すことが可能な手段でもあることか

ら 「人権シンポジウム参加者数」を測定指標とするが，目標値については，オンラインにより開催，

した実績値をも踏まえたものになるよう設定し直すこととしたい。

【測定指標３】

国民一人一人の人権意識を高め，人権尊重思想の普及高揚を図るため，地方公共団体と連携するこ

とにより，地域の実情を踏まえた人権啓発活動を行うことも有効である。加えて，人権意識が深まっ

たか否かという対象者しか知り得ない内面的な変化を定量的に把握する手段としてはモニター調査を

踏まえた現在の測定指標を維持することが適切と考えられる。

もっとも，測定指標３では，目標値である80パーセントに対し，実績値は69.7パーセントにとどま

った。今後とも努力を続けなければいけない一方，直近３年間の実績値が70パーセント前後で推移し

ていることからすると，現在，この目標値は，実態とかい離した数値となっていたことも否定するこ

とができない。そこで，次期においては，これらを踏まえて目標値を設定し直すこととしたい。



【測定指標４】

人権相談窓口の存在が国民に認知されなければ相談窓口は利用されず，人権相談等により人権侵害

の疑いがある事案を把握して迅速かつ的確な救済措置を講じ，被害の救済及び予防を図ることが困難

となるため，人権相談体制の整備と併せて，人権相談窓口の周知広報活動を行う必要がある。本指標

は，目標の達成度合いを測定する直接的な指標ではないが，周知広報活動の効果を検証するための指

標としては適当であるため，引き続き「モニター調査による人権相談窓口の認知度」を測定指標とす

ることとする。

なお，次期については，基準年度の平均値を踏まえた具体的数値を目標値とするか，令和２年度の

目標値（対前年度増）を維持するかは更に検討したい。

【測定指標５】

人権相談・調査救済体制の整備については，引き続き，気軽に人権相談ができる環境を整え，人権

侵害事案の発生を広く把握し，迅速的確な調査及び適切な救済措置を講じるとともに，社会的要請に

も適切に応じた相談・調査救済処理を推進していく必要がある。そのため，引き続き同様の測定指標

を用いることとする。

学識経験を有 １ 実施時期

する者の知見 令和３年７月15日

の活用 ２ 実施方法

会議

３ 意見及び反映内容の概要

〔意見〕

① 別添「令和２年度法務省事後評価実施結果報告書（案）に対する質問・意見」基

本政策Ⅲ関係番号６・７・９～11のとおり。

② 定量的な測定指標の目標達成度については，数値目標の達成の有無によって判断

するべきではないか。

③ 測定指標１について，情報収集手段がスマートフォン等インターネット全盛の時

代においては，ポスターや新聞広告の効果を考慮し続けることは，実情にそぐわな

いのではないか。

④ 「次期目標等への反映の方向性」について，コロナ禍であることを踏まえ，測定

指標の見直しを行うこととしてはどうか。

〔反映内容〕

①，②について

，「 」 。各測定指標の目標達成度について再検討を行い 達成 状況欄の記載を修正した

③，④について

「次期目標等への反映の方向性」において，次期の測定指標や目標値の在り方につ

いて，考え方を見直し，適宜修正を行った。

政策評価を行 ○評価の過程で使用したデータや文献等

う過程におい 各人権相談件数のデータは，法務省人権擁護局において保管している。

て使用した資

料その他の情

報

備考 【行政事業レビュー点検結果の令和４年度予算概算要求への反映内容】

人権侵害による被害者救済活動の実施及び人権擁護委員活動の実施について，ＧＥＡ

ライセンスの単価の見直し等を行い，経費の縮減を図った。



1 「国民一人一人の人権に関する理解・関心の度合いに応じた人権啓発活動」*
人権についての理解・関心の度合いが低い層に対しては，ポスター等の接触・認知型の啓発活動を行う

ことで興味・関心を呼び起こし，人権についての理解・関心の度合いが高い層に対しては，人権シンポジ

ウムや地方公共団体と連携して実施する人権啓発活動のような心理変容型の啓発活動を行うことで更なる

人権意識の高揚を図っている。

2 「人権教育・啓発に関する基本計画 （平成14年３月15日閣議決定，平成23年４月１日一部変更）* 」

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（平成12年法律第147号）第７条に基づき策定された人権教

育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な計画

3 「全国中学生人権作文コンテスト」*
次代を担う中学生が，人権問題についての作文を書くことによって，人権について理解を深め，豊かな

人権感覚を身に付けること，及び入賞作品を周知広報することによって，広く一般に人権尊重思想を根付

かせることを目的とした啓発活動

4 「人権シンポジウム」*
様々な人権課題をテーマとしてシンポジウムを実施することにより，広く人権尊重思想の普及高揚を図

ることを目的とした啓発活動

5 「子どもの人権110番」*
全国の法務局・地方法務局に設置されている子どもの人権問題に関するフリーダイヤルの専用相談電話

6 「女性の人権ホットライン」*
全国の法務局・地方法務局に設置されている女性の人権問題に関する専用相談電話

7 「子どもの人権ＳＯＳミニレター」*
子どもをめぐる様々な人権問題の解決を図るため，全国の小中学校に「子どもの人権ＳＯＳミニレタ

ー （返信用封筒と便箋を一体化し，料金受取人払手続を施したもの）を配布し，子どもから返信された」

ミニレターを通じて，法務局・地方法務局職員又は人権擁護委員が悩みごとの相談に応じる。

また，全国的視点に立った人権啓発活動の実施について，人権啓発活動ネットワーク

ホームページの運用の見直し等を行い，経費の縮減を図った。

さらに，人権関係情報提供活動等の委託等について，インターネット人権問題に関す

る啓発事業の見直し等を行い，経費の縮減を図った。

担当部局名 人権擁護局総務課，調査救済課，人権啓発課 政策評価実施時期 令和３年８月
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震災と人権に関するシンポジウム　視聴者アンケート集計結果（抜粋）
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ハンセン病問題に関する「親と子のシンポジウム」　視聴者アンケート集計結果（抜粋）
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インターネットと人権に関するオンラインフォーラム　視聴者アンケート集計結果（抜粋）
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（別紙１）

令和２年中に法務省の人権擁護機関が救済措置を講じた具体的事例

（暴行・虐待事案）

事例１ 兄による妹に対する性的虐待

家庭における悩みがある中学生と「子どもの人権ＳＯＳミニレター」のやり

取りを継続していた人権擁護委員に，心を開いてくれた中学生から，兄から性

的行為を強要されているとのより深刻な相談があった事案である。

緊急性が高い事案であると判断した法務局及び人権擁護委員は，直ちに中学

校及び児童相談所と対応を協議し，中学生の了承を得て児童相談所が面談を実

施し，その結果，中学生は児童相談所に一時保護された （措置： 援助 ）。 「 」

事例２ 養父による養女に対する性的暴行

小学校高学年の頃から継続して，養父から性的暴行を受けており，また，当

該行為を撮影した動画を拡散する等の脅迫を受けているとして 高校生から 子， 「

どもの人権１１０番」に相談があった事案である。

高校生は，当初，養父からの報復を恐れて自らの住所等を明らかにすること

に慎重であったが，法務局は，高校生と何度もやり取りを重ねて信頼関係を構

築し，児童相談所及び警察と連携して対応した結果，高校生は児童相談所に一

時保護され，養父は逮捕されるに至った （措置： 援助 ）。 「 」

（労働権関係事案）

事例３ 職場の上司による部下に対する行き過ぎた指導

勤務先の上司から，一方的に叱責されたり暴言を吐かれるなどのパワーハラ

スメントを受けたとして，法務局に相談があった事案である。

法務局が調査した結果，上司による行き過ぎた指導があったことが判明した

ことから，法務局は，会社側及び被害者に対し，法務局立ち会いの下で職場環

境改善のための話合いの場を設けることを提案した。

その話合いの場において，会社側が，被害者に対し，今後はパワーハラスメ

ント防止に向けた研修や教育の充実等を図ること，職員配置の検討を行うこと

等について説明したところ，被害者は理解を示し，パワーハラスメント防止に

向けた取組について合意に至り，職場環境が改善された （措置： 調整 ）。 「 」

Administrator
テキストボックス
別紙３
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（学校におけるいじめ事案）

事例４ 小学校におけるいじめ

小学生の児童が，同級生から暴言を吐かれたり蹴られたりするなどのいじめ

を受けているにもかかわらず，学校が十分な対応を行わないとして，母親から

相談があった事案である。

法務局の調査の過程で，母親から，道徳の授業の内容について不満が述べら

れたことから，法務局主催で学校において子どもたちに相手への思いやりの心

や生命の尊さについて啓発する人権教室を実施することを提案し，学校側の了

承も得て，人権擁護委員が学校に赴いて人権教室を実施した。母親からは，学

校側が様々な配慮をしてくれるようになった点も含めて，法務局の関与に対す

る謝意が述べられた。学校側においては，被害児童が安心して登校できるよう

環境整備が図られ，学校全体で見守り体制が構築されるなどし，両者の関係が

修復されるに至った （措置： 調整 ）。 「 」

事例５ 小学校におけるいじめ

小学生の児童が，同級生から，たたかれたり，悪口を言われるなどのいじめ

を受けているにもかかわらず，学校が十分な対応を行わないとして，母親から

相談があった事案である。

法務局は，学校側に不信をつのらせていた母親から丁寧に事情を聴取し，そ

れを踏まえて，学校側に対し，児童の状況を踏まえた配慮の必要性について指

摘したところ，学校側からは，児童らに寄り添った対応を行っていくとの考え

が示され，児童に対する見守り体制が構築されるに至った （措置： 援助 ）。 「 」

（強制・強要関係事案）

事例６ 勤務先の代表者による従業員に対するセクシュアル・ハラスメント

勤務先の代表者から職場外で会うことや身体的接触を求められるなどしたと

して，法務局に相談があった事案である。

法務局が調査した結果，代表者の言動により，被害者が精神的苦痛を被り，

出勤もままならなくなるなど，その就労環境が著しく悪化していることが認め

られた。

そこで，法務局は，代表者に対し，職場におけるセクシュアル・ハラスメン

トを防止すべき立場にあるにも関わらず，自らの言動により被害者の尊厳を踏

みにじり傷付けたことは重大な人権侵害であり，二度と同様の言動を行うこと

のないよう説示した （措置： 説示 ）。 「 」

（差別待遇事案）

事例７ 精神障害のある者に対する不適切な対応

精神障害のある者がクレジットカードの発行申請をしたところ，クレジット

カード会社から，発行を認められないとする差別的取扱いを受けたとして，法
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務局に相談があった事案である。

法務局の調査の結果，クレジットカード会社が当該発行を認めなかった理由

について，相談者に対する説明が不十分であったこと，相談者もその点を誤解

しクレジットカード会社に不信感をつのらせていたことが判明した。

そこで，法務局は，相談者に対し，クレジットカード会社に代わってその誤

解のあった点について説明するなどしたところ，相談者は，発行手続を進める

ことができ，両者から法務局に対して謝意が示された （措置： 調整 ）。 「 」

事例８ 外国人に対するサービスの利用拒否

ネイルサロン店をインターネットで予約したところ，外国人であることを理

由に電話で予約を取り消されたとして，法務局に相談があった事案である。

法務局がネイルサロン店から事情を聴取したところ，同店は，インターネッ

ト予約サイトに，外国人はリピーターからの紹介がなければ利用ができないと

の不適切な記載を掲載していたが，既に当該記載を削除し，今後は外国人であ

ることを理由に利用を拒まない方針であることが判明した。

そこで，法務局は，被害者に対し，それらを伝えたところ，被害者は，これ

に理解を示した上，今後は他の客と同様の対応を取って欲しいと要望し，ネイ

ルサロン店もこれを了承した （措置： 調整 ）。 「 」

事例９ 性自認（性同一性）を理由とする採用面接における差別的取扱い

性自認（性同一性）を理由に，会社の採用面接を受けさせてもらえなかった

として，法務局に相談があった事案である。

法務局が面接担当者から事情を聴取したところ，会社側は，被害者への対応

が不適切であったことを認め，法務局立ち会いの下，被害者との話合いの場が

設けられることとなった。

その話合いの場において，会社側は被害者に謝罪し，今後の採用事務に当た

っては，採用希望者の個別の事情にも可能な限り配慮していきたい旨説明し，

被害者もこれに理解を示した （措置： 調整 ）。 「 」

事例10 部落差別（同和地区出身者であることを理由とする差別）

近隣住民から同和地区出身者であるとして差別する内容の発言を繰り返しさ

れたとして，法務局に相談があった事案である。

法務局で調査した結果，被害者を同和地区出身者であるとして不当に差別す

る発言が繰り返しされた事実が認められたことから，相手方に対し，本件行為

は同和問題に対する理解と認識を欠いた差別的な言動であるとして，反省を促

すとともに，同和問題に対する正しい理解と認識を深め今後同様の発言をする

ことのないよう説示した （措置： 説示 ）。 「 」
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（教育職員関係事案）

事例11 中学校教諭による体罰

中学校教諭が，生徒の頭を両手でつかんで頭突きをし，軽傷を負わせたとし

て，法務局において調査を開始した事案である。

法務局による調査の結果，教諭が生徒を体罰により負傷させた事実が認めら

れたほか，同教諭は，過去にも体罰を行い，当時の校長から注意を受けていた

ことが判明した。

そこで，法務局は，教諭に対し，体罰の不当性を改めて認識させ，今後二度

と体罰を行わないよう説示するとともに，校長に対し，教員に対する指導を一

層徹底するよう要請した （措置： 説示 「要請 ）。 「 」 」

事例12 小学校における児童に対する不適切な対応

小学生である被害者が，教員から特別支援学級に通うよう強要されたり，た

たかれたり，トイレを我慢させられたりするなど，小学校で不適切な指導を受

けているとして，母親から法務局に相談があった事案である。

法務局の調査において，学校側から，今後は，児童が安心して通える環境を

整えるとともに，母親と信頼関係を構築していきたいとの意向が示され，法務

局立ち会いの下，母親との話合いの場が設けられることとなった。

その話し合いの結果，両者は，児童の指導方針について合意に至り，信頼関

係を構築することができた （措置： 調整 ）。 「 」
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（別添６）

インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件について

１ 法務省の人権擁護機関の取組について

法務局・地方法務局では，人権相談等により人権侵害の疑いのある事案を認

知した場合には，人権侵犯事件として調査救済手続を開始し，被害の実効的救

済に取り組んでいる。

インターネット上に流通する人権侵害情報は，一般に伝播性が高く，重大な

被害を生じさせるおそれがあることから，特に迅速な対応に努めている。具体

的には，人権擁護機関が被害者からの被害申告を受けた場合，速やかに該当す

るインターネット上の人権侵害情報を確認し，被害者自らが被害の回復・予防

， ，を図ることが困難な事情がないか検討した上で そのような事情がない場合は

被害者に対し，プロバイダ等への当該侵害情報の削除依頼等の具体的な方法に

ついて助言するなどの「援助」を行っている。これは，表現の自由との関係な

どから，国の機関の関与なく被害を回復することが可能であればその方が望ま

しいとの考え方によるものである。

一方，被害者自らが被害を回復することが困難な事情が存在すれば，必要に

応じて被害者や関係者から事情を聴くなどの調査を行うとともに，法令・判例

に照らして違法性を判断し，名誉毀損やプライバシー侵害などとして違法性が

認められる場合には，人権擁護機関から，プロバイダ等に対して当該情報の削

除を要請している。

なお，人権擁護機関に被害の相談があった場合の具体的な対応については，

下図のとおりである。

インターネットの書き込みによる人権侵害について

まず，最寄りの法務局へ人権相談を

名誉毀損罪等により犯人の処罰を希望される場合

最寄りの警察署，各都道府県警本部の
サイバー犯罪相談窓口等をご案内します

書き込みの削除を希望される場合

法務局職員又は人権擁護委員が
詳しくお話をおうかがいします

プロバイダ等への削除依頼等の
具体的方法を助言します

相談者ご自身で削除依頼をすることが困難である場合 又は 相談者ご自身で削除依頼をしたが応じてもらえなかった場合

法務局において，当該書き込みの違法性を判断した上で，プロバイダ等へ削除要請をします
（ただし，強制力を伴わない任意の措置にとどまります）

相談者ご自身で削除依頼をされる場合

法務局の削除要請にも応じてもらえなかった場合

裁判所に削除の仮処分命令の申立てをする方法をご案内します
（法務局が申立てを代行することはできません。相談者ご自身で申立てをするのが困難であれば，弁護士等に相談していた
だくことが考えられます。資力の乏しい方は，日本司法支援センター（法テラス）の民事法律扶助（弁護士等による無料法律
相談や弁護士費用等の立替え）をご利用いただくことができます。）

インターネットの書き込みにより，人権侵害の被害にあわれた場合

Administrator
テキストボックス
別紙４


Administrator
テキストボックス
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２ 令和２年における人権侵犯事件の動向について

(1) 新規救済手続開始件数について

令和２年中に法務局・地方法務局において新たに救済手続を開始したイン

ターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件は，１，６９３件となっ

ており，前年から２９２件減少したが，高水準で推移している。

なお，このうち，プライバシー侵害事案が９００件，名誉毀損事案が４３

０件となっており，この両事案で全体の７８．６％を占めている。

(2) 処理件数について

令和２年中に法務局・地方法務局において処理したインターネット上の人

権侵害情報に関する人権侵犯事件は，前年の１，８７７件を上回る１，９１

７件（２．１％増加）となっており，平成２９年に次いで，過去２番目に多

い件数である。

当該事件の処理は，被害者に対しインターネット上の人権侵害情報を被害

「 」 ，者自らが削除依頼する方法を教示するなどの 援助 が半数近くを占めるが

当機関がプロバイダ等に対し人権侵害情報の削除を求める「要請」を行った

件数は，５７８件となっており，過去最高の件数となった。
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(3) 具体的事例について

当機関が令和２年に措置を行った人権侵犯事件には以下のような事例があ

った。

［事例１］インターネット上のプライバシー侵害及び名誉毀損

インターネット上の掲示板に，自身や小学生の息子に対する誹謗中傷が

， 。多数掲載されているとして 被害者から法務局に相談があった事案である

法務局で調査した結果，当該掲示板には，被害者やその息子を特定し得

る情報とともに，被害者等を犯罪者であるなどとして被害者等を誹謗中傷

する内容が多数掲載されており，当該書き込みは，被害者のプライバシー

を侵害し，名誉を毀損するものであると認められた。

法務局から，サイト管理者に対し，削除要請を行ったところ，当該書き

込みの全てが削除されるに至った （措置： 要請 ）。 「 」

［事例２］インターネット上のプライバシー侵害

インターネット上の動画投稿サイトに，被害者である娘（未成年）の元

交際相手が投稿したと思われる被害者の動画が掲載されているとして，そ

の親から法務局に相談がされた事案である。

法務局で調査した結果，当該動画投稿サイトには，被害者に無断で，氏

名等とともに複数の動画や被害者の交際関係に関する書き込みが掲載され

ており，被害者のプライバシーを侵害するものであると認められた。

法務局から，サイト管理者に対し，削除要請を行ったところ，当該動画

及び書き込みの全てが削除されるに至った （措置： 要請 ）。 「 」
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３ さいごに

法務局・地方法務局では，上記のようにインターネット上の人権侵害情報に

関する相談や被害申告等に対応するため，法務局での面談による相談窓口のほ

か，電話（みんなの人権１１０番：０５７０－００３－１１０ ，インターネ）

ット（https://www.jinken.go.jp/）でも相談に応じている。

また，インターネットによる被害を未然に防ぐため 「インターネットによ，

る人権侵害をなくそう」を強調事項の一つとして掲げ，各種人権啓発活動を実

施しており 啓発教材 あなたは大丈夫？考えよう！インターネットと人権 三， 「 （

訂版 」や，啓発ビデオ「インターネットと人権～加害者にも被害者にもなら）

ないために～」等の啓発資料を法務省ホームページ等（http://www.moj.go.jp

/JINKEN/jinken88.html）で公開している。

加えて，青少年を中心に深刻化するインターネットによる人権侵害への取組

として，中学生などを対象に携帯電話会社等の実施するスマホ・ケータイ安全

教室と連携した人権教室を実施するなどの人権啓発活動に取り組んでいる。
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インターネット上の誹謗中傷に関する相談窓口のご案内
インターネットの書き込みにより、誹謗中傷などの被害にあわれた場合

「まもろうよ こころ」（厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/mamorouyokokoro

・解決策がわからない
・書き込みを削除したい

書き込んだ人に
賠償等を求めたい

最寄りの警察署や都道府県警察
本部のサイバー犯罪相談窓口

https://www.npa.go.jp/cyber/soudan.html

弁護士に相談
または 法テラス

https://www.houterasu.or.jp

・自分で削除依頼できない
・自分の代わりに削除要請してほしい

・まずアドバイスがほしい
・自分で迅速に削除依頼したい

国の機関に
相談したい

人権問題の専門機関に
相談したい

ネットトラブルの
専門家に相談したい

「違法・有害情報相談センター」
（総務省）

◎相談者自身で行う削除依頼の方法などを
迅速にアドバイスします。

◎インターネットに関する技術や制度等の
専門知識や経験を有する相談員が対応

◎人権侵害に限らず、様々な事案に対して
幅広なアドバイスが可能

◎インターネットで相談の受付や
相談のやりとりを行います。

「誹謗中傷ホットライン」
（セーファーインターネット協会）

◎インターネット上の誹謗中傷について、
連絡を受け付け、一定の基準に該当
すると判断したものについては、
国内外のプロバイダに各社の利用規約
等に沿った対応を促す連絡を行います。

◎インターネット企業有志によって運営
されるセーファーインターネット協会
（SIA）が運営しています。

◎インターネットで連絡を受付し、
やりとりはメールで行います。

迅速な助言 プロバイダへの連絡

https://www.saferinternet.
or.jp/bullying

https://www.

ihaho.jp

※削除要請ではなくアドバイスを行う相談窓口です

「人権相談」
（法務省）

◎相談者自身で行う削除依頼の方法など
の助言に加え、法務局が事案に応じて
プロバイダ等に対する削除要請を行い
ます。

◎削除要請は、専門的知見を有する法務
局が違法性を判断した上で行います。

◎全国の法務局における面談のほか、
電話やインターネットでも相談を
行います（外国語にも対応）。

https://www.jinken.go.jp

「みんなの人権110番」
0570-003-110

※違法性の判断に時間を要する場合があります ※プロバイダへの連絡を行わない場合もあります

削除要請・助言

◎悩みや不安を抱えて困っている方に対して、気軽に相談
できる窓口を紹介しています。電話、メール、チャット、
SNSなど、様々な方法による相談が可能です。

民間機関に
相談したい

※上記のほか、学校や地方公共団体にある相談窓口も活用してください。

・身の危険を感じる
・犯人を処罰してほしい

解決策について相談したい 悩みや不安を聞いてほしい


